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A. 研究目的 

 2018 年 3 月に策定された「がん対策推進基本計

画」（第 3 期）、および 2013 年度から実施されている

「健康日本 21（第二次）」では、「2022 年度までに成

人喫煙率を 12%とすること」が目標として掲げられて

いる。日本の喫煙率は男女とも長期的に減少傾向に

あるが、たばこ税が増税された 2010 年以降減少の

鈍化が見られ、増加の兆しも見られる。世界保健機

関（WHO）の研究グループなどでは、たばこ対策の

履行状況による喫煙率の予測を行っており、わが国

でも「成人喫煙率を 12%」の目標の実現可能性、お

よび包括的たばこ対策の実施による喫煙率低減効

果の予測が必要である。本研究では昨年度までに、

包括的なたばこ対策の効果推計のための国際共同

研究を実施してきた。WHO の研究グループによる

予測モデルの論文化が遅延していることから、引用

可能な方法部分の先行公開を打診するなど折衝を

行ってきたが、進展が見られなかった。そこで方針を

大きく変更し、彼らの予測モデルを簡略化した独自

モデルを構築することとした。今年度は、モデルの基

本設計の決定、利用データの整備、および最近の日

本のたばこ対策を反映した政策シナリオの修正を実

施した。 

 

B. 研究方法 

モデルの基本設計 

 年齢階級別の現在・過去喫煙率の年次推移デー

タに対数線形モデルを当てはめ、現状維持シナリオ

における現在・過去喫煙率を推計する。年齢階級別

研究要旨 

 わが国で包括的なたばこ対策が実施された場合の効果を推計するために、シミュレーションモデルによ

る喫煙率の推計を行うことを目的とした。昨年度まで共同研究を進めてきた WHO の研究グループによる

予測モデルの論文化が遅延していることから、方針を変更し、彼らの予測モデルを簡略化した独自モデル

を構築することとした。今年度は、モデルの基本設計の決定、利用データの整備、および最近の日本のた

ばこ対策を反映した政策シナリオの修正を実施した。喫煙率については、1995～2017 年国民健康・栄養

調査の公表値データ（対象者数および率）を質問票データと合わせて入手し、その推移から妥当性を検

討した。男性、女性とも過去喫煙率がおそらく質問票の変更が原因で 2013 年に急減しており、2012 年ま

でのデータを外挿することが適当だと考えられた。政策シナリオでは、2020 年までに Protect（受動喫煙

防止の法制化）、Warning（警告表示）、Media campaign（メディア・キャンペーン）の 3 分野で 1 ポイント

ずつの進展が見られた。今後モデルの妥当性を検証し、政策シナリオ別の喫煙率および死亡数の推計を

進める予定である。 
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死亡率についても同様に、人口動態統計の全死因

死亡率にポワソン回帰モデルを適用し、将来推計値

を得る。さらに、出生率の動向を加味した先行研究

のモデルを用いて将来推計人口を得る[1]。これらの

喫煙率および人口の将来推計値に、Levy らがまと

めたたばこ対策の効果[2]を組み合わせて政策の効

果を推計する設計とした。 

利用データの整備 

 1995～2017 年国民健康・栄養調査の公表値デー

タ（対象者数および率）を質問票データと合わせて入

手し、その推移から妥当性を検討した。全死因死亡

率および出生率は人口動態統計から入手した。 

政策シナリオ 

①現状維持シナリオ、②現実シナリオ、および③

包括的たばこ対策履行シナリオの 3 つを設定し、①

は 2016 年時点の日本の現状（MPOWER Report 

2017）[3]、②は 2019 年の MPOWER Report[4]お

よび 2020 年に施行予定のたばこ対策の履行、③は

2018 年から 2020 年に WHO のたばこ対策パッケー

ジ MPOWER がすべて履行された場合とした。たば

この値上げについてはたばこ税率が 75%になること

を想定した（小売価格約 1.5 倍）。 

 

倫理面での配慮 

 本研究で用いたデータはすべて公表値であるため、

倫理的な問題は生じない。WPRO 内において倫理

審査の必要性を協議した結果、必要なしと判断され

た。 

 

C. 研究結果 

 図 1 および図 2 にそれぞれ男性および女性の喫煙

率のデータを示す。男性、女性とも過去喫煙率が

2013 年に急減しており、質問票の検討から質問項

目の変更が原因であると考えられた。具体的には、

2012 年までは喫煙経験の有無をまず聞いて、有り

の者に現在の喫煙状況（現在毎日、現在時々、過

去）を聞いていたが、2013 年以降は最初に現在の

喫煙状況を聞く質問項目に変更されていた（現在毎

日、現在時々、過去、非喫煙の 4 択）。 

 表 1 に 3 つの政策シナリオの詳細を示す。Protect

（受動喫煙防止の法制化）、Warning（警告表示）、

Media campaign（メディア・キャンペーン）の 3 分野

で 1 ポイントずつの進展が見られた。 

 

D. 考察 

 WHO の研究グループによる喫煙率の予測モデル

を簡略化した独自モデルを構築するための基本設

計、データの整備、および政策シナリオの検討を行

った。データの整備の過程で過去喫煙者について

は 2013 年以降の連続性が乏しく 2012 年までのデ

ータを外挿することが適当だと考えられた。政策シナ

リオは Protect（受動喫煙防止の法制化）、Warning

（警告表示）、Media campaign（メディア・キャンペ

ーン）の 3 分野で②現実シナリオが①現状維持シナ

リオより改善する見込みであったが、それぞれ 1 ポイ

ントずつのため、③包括的履行シナリオと比較した

場合の差異は小さいと考えられた。Raise（値上げ）

については、2016 年以降、2018 年に 1 本あたり 1

円値上げされ、2020 年にも同様の値上げが予定さ

れている（2021 年にも同様。2019 年には消費税が

8%から 10%になった）。実際の税率については値上

げ時の価格変化に応じて再計算が必要であるが、

大きな変化はないと考えられる。 

なお、WHO の研究グループによる予測モデルの

論文化は2020年4月現在進展がない。当初東京オ

リンピック・パラリンピックの前に結果を発表することを

目指していたが、延期の決定により公表時期を若干

遅らせることを共同研究者と申し合わせた。WHO の

共同研究者との折衝の記録を付表に記す。 

 今後、WHO の研究グループの進展を待つと同時

に、今年度着手した独自モデルの妥当性を検証し、

政策シナリオ別の喫煙率および死亡数の推計を進

める予定である。 
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E.結論 

 WHO の研究グループによる喫煙率の予測モデル

を簡略化した独自モデルを構築するための基本設

計、データの整備、および政策シナリオの検討を行

った。 
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図 1 男性現在喫煙率の推移 

 

 

図 2. 男性過去喫煙率の推移 
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図 3. 女性現在喫煙率の推移 

 

 

図 4. 女性過去喫煙率の推移 
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表 1. MPOWER の枠組みにおける政策シナリオ 

MPOWER カテゴリ ①現状維持シナリオ ②現実シナリオ ③包括的履行シナリオ 

Protection 2 (Complete absence of 

ban, or up to two 

public places 

completely smoke-free)

 

3 (Three to five 

public places 

completely 

smoke-free) 

5 (All public places 

completely smoke free, 

or at least 90% of the 

population covered by 

complete subnational 

legislation) 

Protection compliance 1 (Minimal 

compliance) 

(To be decided) 3 (High compliance) 

Offer help to quit 4 (Some cessation 

services and/or NRT, at 

least one of which is 

cost-covered) 

(Same as ①) 5 (National quit line, 

some cessation services 

and NRT cost-covered) 

Warning on packages 3 (Medium size 

missing some 

appropriate 

characteristics or large 

missing many 

appropriate 

characteristics) 

 

4 (Medium size 

with all 

appropriate 

characteristics OR 

large warnings 

missing some 

appropriate 

characteristics) in 

2020 

5 (large warnings with 

all appropriate 

characteristics) 

Media campaign 2 (No national 

campaign) 

 

3 (National 

campaign 

conducted with one 

to four appropriate 

characteristics) 

5 (National campaign 

with at least 7 

characteristics on 

television and/or radio) 

Enforce bans on 

advertising 

2 (Complete absence of 

ban, or ban not 

covering national 

television, radio and 

print media) 

(Same as ①) 3 (ban applied to all 

media) 

Compliance of 

advertisement ban 

1 (Minimal 

compliance) 

(Same as ①) 3 (High compliance) 

Raise (tax) 63.1% of retail price (2 tax increases) 75% of retail price 

MPOWER level (1: Data not reported); 2: Level 1 (lowest); 3: Level 2 (2nd lowest); 4: Level 3 (2nd 

highest); 5: Level 4 (highest) 

Compliance 1: Minimal; 2: Medium; 3: High 
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付表. 世界保健機関（WHO）との共同研究の経緯 

日付 経緯 

2019 年  

3/22 WPRO（Western pacific regional office）担当者に論文公表遅延の解決策を相談 

4/11 WHO 回答 「論文はあと数か月で出版」 

9/18 WPRO 介した HQ 回答 「現在 2020 年第 1 四半期の出版を目指してペーパーの準

備を再開」 

10/18 方法部分を分離して先行公開することを WPRO に提案 

Suggested solutions 

     To split the Paper into two parts: 

� Part 1: The supplement describing the methods in detail 

� Part 2: The main text describing the summary and the results 

  (or other contents that may vary according to the WHO’s needs) 

11/4 WPRO から WHO に提案書送付（Katanoda, Gilmour, Togawa 連名） 

12/6 WHO 他部署の研究者から別途照会したが進展なし 

2020 年  

1/2 日本側メンバー（Katanoda, Gilmour）で独立モデルで進めることを決定 

   （WHO モデルの出版が間に合えばそれを使用） 

3/30 東京オリンピック・パラリンピックの 1 年延期が決定（Katanoda, Gilmour, Togawa の

間で公表時期を若干遅らせることを申し合わせ） 
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